
　　　　　　　　　　　　主　　　　　文

　　　　　　   原判決を破棄する。

　　　　　     本件を大阪高等裁判所に差し戻す。

　　　　　　　　　　　　理　　　　　由

　１　本件は，上告人から建物の新築工事を請け負った被上告人が，上告人に対し

，請負残代金の支払を求めたのに対し，上告人が，建築された建物の南棟の主柱に

係る工事に瑕疵があること等を主張し，瑕疵の修補に代わる損害賠償債権等を自働

債権とし，上記請負残代金債権を受働債権として対当額で相殺する旨の意思表示を

したなどと主張して，被上告人の上記請負残代金の請求を争う事案である。

　２　上告人の上告受理申立て理由第１点及び第２点のうち南棟の主柱に係る工事

の瑕疵に関する点について

　(1)　原審の確定した事実関係は，次のとおりである。

　上告人は，平成７年１１月，建築等を業とする被上告人に対し，神戸市ａ区内に

おいて，学生，特にＤ大学の学生向けのマンションを新築する工事（以下「本件工

事」という。）を請け負わせた（以下，この請負契約を「本件請負契約」といい，

建築された建物を「本件建物」という。）。

　上告人は，建築予定の本件建物が多数の者が居住する建物であり，特に，本件請

負契約締結の時期が，同年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災により，Ｄ大学

の学生がその下宿で倒壊した建物の下敷きになるなどして多数死亡した直後であっ

ただけに，本件建物の安全性の確保に神経質となっており，本件請負契約を締結す

るに際し，被上告人に対し，重量負荷を考慮して，特に南棟の主柱については，耐

震性を高めるため，当初の設計内容を変更し，その断面の寸法３００㎜×３００㎜

の，より太い鉄骨を使用することを求め，被上告人は，これを承諾した。

　ところが，被上告人は，上記の約定に反し，上告人の了解を得ないで，構造計算
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上安全であることを理由に，同２５０㎜×２５０㎜の鉄骨を南棟の主柱に使用し，

施工をした。

　本件工事は，平成８年３月上旬，外構工事等を残して完成し，本件建物は，同月

２６日，上告人に引き渡された。

　(2)　原審は，上記事実関係の下において，被上告人には，南棟の主柱に約定の

ものと異なり，断面の寸法２５０㎜×２５０㎜の鉄骨を使用したという契約の違反

があるが，使用された鉄骨であっても，構造計算上，居住用建物としての本件建物

の安全性に問題はないから，南棟の主柱に係る本件工事に瑕疵があるということは

できないとした。

　(3)　しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，

次のとおりである。

　【要旨】前記事実関係によれば，本件請負契約においては，上告人及び被上告人

間で，本件建物の耐震性を高め，耐震性の面でより安全性の高い建物にするため，

南棟の主柱につき断面の寸法３００㎜×３００㎜の鉄骨を使用することが，特に約

定され，これが契約の重要な内容になっていたものというべきである。そうすると

，この約定に違反して，同２５０㎜×２５０㎜の鉄骨を使用して施工された南棟の

主柱の工事には，瑕疵があるものというべきである。これと異なる原審の判断には

，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。

　３　上告人の上告受理申立て理由第４点について

　(1)　記録によれば，上告人は，被上告人に対し，平成１１年７月５日の第１審

第３回弁論準備手続期日において，本件建物の瑕疵の修補に代わる損害賠償債権２

４０４万２９４０円を有すると主張して（なお，上告人は，原審において，その主

張額を増額している。），この債権及び慰謝料債権を自働債権とし，被上告人請求

の請負残代金債権を受働債権として，対当額で相殺する旨の意思表示をした。
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　(2)　原審は，上記相殺の結果として，上告人に対し，上告人の請負残代金債務

１８９３万２９００円（ただし，ローテーションキー２個との引換給付が命じられ

た１万７５１０円を除いた金額である。）から瑕疵の修補に代わる損害の賠償額１

１１２万７２４０円及び慰謝料額１００万円の合計１２１２万７２４０円を控除し

た残額６８０万５６６０円及びこれに対する被上告人が上告人に送付した催告状に

よる支払期限の翌日である平成８年７月２４日から支払済みまで商事法定利率年６

分の割合による遅延損害金の支払を命じた。

　(3)　しかしながら，原審の遅延損害金の起算点に係る上記判断は是認すること

ができない。その理由は，次のとおりである。

　請負人の報酬債権に対し，注文者がこれと同時履行の関係にある目的物の瑕疵の

修補に代わる損害賠償債権を自働債権とする相殺の意思表示をした場合，注文者は

，請負人に対する相殺後の報酬残債務について，相殺の意思表示をした日の翌日か

ら履行遅滞による責任を負うものと解すべきである（最高裁平成５年（オ）第２１

８７号，同９年（オ）第７４９号同年７月１５日第三小法廷判決・民集５１巻６号

２５８１頁）。

　そうすると，本件において，上告人は上記相殺の意思表示をした日の翌日である

平成１１年７月６日から請負残代金について履行遅滞による責任を負うものという

べきである。これと異なる原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法

令の違反がある。

　４　以上によれば，論旨は，上記の各趣旨をいうものとして理由があり，原判決

は破棄を免れない。そして，瑕疵の修補に代わる損害賠償債権額について更に審理

を尽くさせるため，本件を原審に差し戻すこととする。

　よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。

(裁判長裁判官　北川弘治　裁判官　福田　博　裁判官　亀山継夫　裁判官　梶谷
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　玄　裁判官　滝井繁男)
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